
議案第 ３１ 号

令 和 ５ 年 度

内 子 町 水 道 事 業 会 計 予 算

１ 水 道 事 業 会 計 予 算 総 則

２ 業 務 の 予 定 量

３ 収 益 的 収 入 及 び 支 出

４ 資 本 的 収 入 及 び 支 出





　（総　　則）

第１条　令和５年度内子町の水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　　（１）　給 　　水 　　戸 　　数　 　  　　　　　６，７１６戸

　　（３）　一 日 平 均 給 水 量　　　　　　　　　４，２１３ｍ３

　　（４）　主 な 建 設 改 良 事 業

令 和 ５ 年 度 内 子 町 水 道 事 業 会 計 予 算

　　（２）　年   間   給   水   量　　　   　１，５４２，０００ｍ３

鵜 川 地 区 未 普 及 解 消 事 業

配 水 管 耐 震 化 事 業

小 田 地 区 基 幹 改 良 事 業
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　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

（　収　入　） （単位:千円） （　支　出　） （単位:千円）

　第 １ 款　 　第 ２ 款

　　第 １ 項 　　第 １ 項

　　第 ２ 項 　　第 ２ 項

　　第 ３ 項 　　第 ３ 項

　　第 ４ 項

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額６６，４１５千円は、当年度分

　消費税及び地方消費税資本的収支調整額１２，８５８千円、過年度分損益勘定留保資金２，０４２千円及び減債積立金５１，５１５千円で補てん

　するものとする。)。

（単位:千円） （単位:千円）

　第 ３ 款 　第 ４ 款

　　第 １ 項　 　　第 １ 項

　　第 ３ 項　 　　第 ２ 項

　　第 ５ 項　

予定額 　科　目　 予定額

　科　目　 予定額 　科　目　 予定額

営 業 外 収 益 １６９,２５３ 営 業 外 費 用

水 道 事 業 収 益 ４４５,２７０ 水 道 事 業 費 用 ４２８,８０３

営 業 収 益 ２７５,９９５ 営 業 費 用 ３８９,０２９

　科　目　

３７,６５４

特 別 利 益 ２２ 特 別 損 失 １２０

企 業 債 償 還 金 １６２,２５２

予 備 費 ２,０００

（　収　入　） （　支　出　）

資 本 的 収 入 ５１６,５３７ 資 本 的 支 出 ５８２,９５２

出 資 金 １１０,７３７

企 業 債 ２８４,６００ 建 設 改 良 費 ４２０,７００

補 助 金 １２１,２００
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　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　 （単位:千円）

　（企　業　債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

年　
○水道事業債 １．借入先 ３．０％

　　財務省 以内 　　40年以内（内据置５年以内）
　　その他の金融機関
２．借入の方法
　　証書借入

起　債　の　方　法 利　　　率

３．借入期日
　　令和５年度

事　　　項 期　　　間 限　度　額

２８４，６００

　ただし、利率見直し方式で
　借り入れる資金について、
　利率の見直しを行った後に
　おいては、当該見直し後の
　利率

２．政府資金については、その
　　融通条件により、銀行その
　　他の場合にはその債権者と
　　協定するものによる。
３．繰上償還等
　　企業財政の都合により繰上
　　償還、償還年限の短縮又は、
　　低利債に借り換えることが
　　できる。

水道料金及び経営戦略改定支援業務 令和６年度 ４,０００

　　ただし、事業又は財政の都合
　　により、起債額の全部若しく
　　は一部を翌年度に繰越借入す
　　ることができる。

起　債　の　目　的 限　度　額 償　還　の　方　法

千円
１．償還期限
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　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、２７３，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（１）第２款　水道事業費用 　（２）第４款　資本的支出

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、またはそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合
　は、議会の議決を経なければならない。

　 （単位:千円）

金　額

（１） ２５,３１９

　第 １ 項　 営 業 費 用 第 １ 項 建 設 改 良 費

　第 ２ 項　 営 業 外 費 用 第 ２ 項 企 業 債 償 還 金

職員給与費

　第 ３ 項　 特 別 損 失

経費名
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　（一般会計からの補助金）

第１０条　経営基盤の強化のため、一般会計から補助を受ける金額は、次のとおりとする。

（単位:千円）

金　額

（１） ２１,８９７

（２） １１０,７３７

（３） ４７,０５２

　（たな卸資産購入限度額）

第１１条　たな卸資産の購入限度額は、５，０００千円と定める。

令和５年３月３日 提出

内子町長　　　小野植　正久

内　容

企業債利息支払金補助

他会計出資金

営業費用に対する補助
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１

２

３

４

５

６

令和５年度

令和４年度

予 算 に 関 す る 説 明 書

（附属資料） 令和５年度 内子町水道事業会計予算説明書（予算見積）

内 子 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

令　和　５　年　度

内子町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

内 子 町 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

内 子 町 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

内 子 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

令和５年度 内 子 町 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画 書

令和５年度

令和５年度

令和４年度





（１）収益的収入及び支出

（ 収 入 ）

（単位：千円）

予 定 額 予 定 額

１ 水 道 事 業 収 益 445,270 439,030 6,240

１ 営 業 収 益 275,995 278,101 △ 2,106

１ 給 水 収 益 273,815 275,921 △ 2,106

２ 受 託 工 事 収 益 125 125 0

３ そ の 他 の 営 業 収 益 705 705 0

４ 加 入 金 1,350 1,350 0

２ 営 業 外 収 益 169,253 160,907 8,346

１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,622 1,816 △ 194

２ 他 会 計 補 助 金 68,949 74,078 △ 5,129

５ 長 期 前 受 金 戻 入 96,406 82,542 13,864

６ 雑 収 益 276 471 △ 195

７ 消費税及び地方消費税還付金 2,000 2,000 0

３ 特 別 利 益 22 22 0

２ 過 年 度 損 益 修 正 益 2 2 0

４ そ の 他 特 別 利 益 20 20 0

１　令和５年度　内子町水道事業会計予算実施計画書

款 項 目
本 年 度 前 年 度

備 考比　　較

－　7　－



（ 支 出 ）
（単位：千円）

予 定 額 予 定 額

２ 水 道 事 業 費 用 428,803 414,153 14,650

１ 営 業 費 用 389,029 374,137 14,892

１ 原 水 及 び 浄 水 費 38,144 42,718 △ 4,574

２ 配 水 及 び 給 水 費 87,082 87,974 △ 892

３ 受 託 工 事 費 220 220 0

５ 総 係 費 49,966 44,654 5,312

６ 減 価 償 却 費 206,897 193,851 13,046

７ 資 産 減 耗 費 6,400 4,400 2,000

８ そ の 他 の 営 業 費 用 320 320 0

２ 営 業 外 費 用 37,654 37,896 △ 242

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 35,404 35,646 △ 242

２ 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 2,000 2,000 0

３ 雑 支 出 250 250 0

３ 特 別 損 失 120 120 0

４ 過 年 度 損 益 修 正 損 100 100 0

５ そ の 他 特 別 損 失 20 20 0

４ 予 備 費 2,000 2,000 0

１ 予 備 費 2,000 2,000 0

比　　較款
前 年 度

備 考目
本 年 度

項
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（２）資本的収入及び支出

（ 収 入 ）
（単位：千円）

予 定 額 予 定 額

３ 資 本 的 収 入 516,537 419,509 97,028

１ 企 業 債 284,600 157,100 127,500

１ 企 業 債 284,600 157,100 127,500

３ 補 助 金 121,200 59,100 62,100

１ 補 助 金 121,200 59,100 62,100

５ 出 資 金 110,737 103,309 7,428

１ 他 会 計 出 資 金 110,737 103,309 7,428

0 100,000 △ 100,000

１ そ の 他 資 本 的 収 入 0 100,000 △ 100,000

備 考比　　較
前 年 度

款 項 目
本 年 度

そ の 他 資 本 的
収 入

８
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（ 支 出 ）

（単位：千円）

予 定 額 予 定 額

４ 資 本 的 支 出 582,952 515,317 67,635

１ 建 設 改 良 費 420,700 266,650 154,050

１ 給 配 水 設 備 工 事 費 420,300 266,250 154,050

２ 営 業 設 備 費 400 400 0

２ 企 業 債 償 還 金 162,252 148,667 13,585

１ 企 業 債 償 還 金 162,252 148,667 13,585

0 100,000 △ 100,000

１ 投 資 有 価 証 券 購 入 費 0 100,000 △ 100,000

比　　較目
前 年 度本 年 度

備 考

投 資 有 価 証 券
購 入 費

項

３

款
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（単位：千円）

１ 　業務活動によるキャッシュ・フロー

（１） 当年度純利益（△は純損失） 5,154
（２） 減価償却費 206,897
（３） 固定資産除却費 6,000
（４） 引当金の増減額（△は減少） 189
（５） 長期前受金戻入額 △ 96,406
（６） 受取利息 △ 1,622
（７） 支払利息 35,404
（８） 未収金の増減額（△は増加） △ 1,540
（９） たな卸資産の増減額（△は増加） △ 1,004

小計 153,072
（１０） 受取利息 1,622
（１１） 支払利息 △ 35,404

業務活動によるキャッシュ・フロー 119,290

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

（１） 有形固定資産の取得による支出 △ 345,703
（２） 国庫補助金等による収入 110,182

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 235,521

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

（１） 企業債による収入 284,600
（２） 企業債の償還による支出 △ 162,252
（３） 他会計からの出資による収入 110,737

財務活動によるキャッシュ・フロー 233,085

資　金　増　減　額 116,854
資　金　期　首　残　高 1,226,629
資　金　期　末　残　高 1,343,483

（令和５年　４月　１日から令和６年　３月３１日まで）

２ 　令和５年度　内子町水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
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　　１　特別職

期 末 手 当

　（千円）

年間支給率 の手当

（人） （千円） （千円） 　　（月） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

16 144 144 144

16 144 144 144

16 144 144 144

16 144 144 144

その他 備 考
報 酬 給 料

本 年 度

長 等

議 員

その他の特別職

計

比 較

長 等

議 員

その他の特別職

計

調 整 手 当区 分
職 員 数

給 与 費

退 職 手 当

前 年 度

長 等

議 員

その他の特別職

計

３     令和５年度 　内 子 町 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

法定福利費 合 計
計
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　２　一般職給

　　(1)　総　　括

管理職 時間外 退職

手　当 勤務手当 手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

350 300 3,000 1,950

900 900 3,000 1,840

△550 110

　（注）　・本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額１，３２４千円が含まれる。
　　　　　・本年度の法定福利費には、翌年度６月期末勤勉手当支給に伴う法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費引当金繰入額２６４千円が含まれる。

3,772

備考区 分
職 員 数

職 員 手 当報 酬

（千円）

10,740

（千円）

4

計

本 年 度

合 計

3,759 25,319

法 定 福 利 費
給 与 費

給 料

（千円）（人） （千円） （千円）

通 勤 手 当

21,560

（千円）

26,151

勤 勉 手 当

22,379

11,270 10,290

比 較 1 530 △1,349 

前 年 度 11,6393

宿 日 直
手 当

△13 △832 △819 

児童手当
別勤務手当
管理職員特

（千円）

特殊勤務

手　　当

（千円）

1,668 324 275

（千円）

職員手当
の 内 訳

区 分
期 末 手 当

（千円）

扶養手当 住 居 手 当

（千円）

2,085

（千円）

比 較 △296 △417 324 80

2,719

△600 

本 年 度 2,423

195前 年 度
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ア　会計年度任用職員以外の職員

管理職 時間外 退職

手　当 勤務手当 手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

350 300 2,800 1,620

900 900 3,000 1,840

△550 △200 △220 △600 

　（注）　・本年度の期末勤勉手当には、翌年度６月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額１，１９４千円が含まれる。
　　　　　・本年度の法定福利費には、翌年度６月期末勤勉手当支給に伴う法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費引当金繰入額２３８千円が含まれる。

本 年 度 2,023

比 較 △696 △417 324 20

前 年 度 2,719 2,085 195

1,668 324 215

児童手当
宿 日 直
手 当手　　当 別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

職員手当
の 内 訳

区 分
期 末 手 当 勤 勉 手 当 扶養手当 住 居 手 当 通 勤 手 当

特殊勤務 管理職員特

26,151

比 較 △1,340 △2,339 △3,679 △529 △4,208 

3,243 21,943

前 年 度 3 10,740 11,639 22,379 3,772

本 年 度 3 9,400 9,300 18,700

備考報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

区 分
職 員 数

給 与 費
法 定 福 利 費 合 計

（千円） （千円）
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イ　会計年度任用職員

管理職 時間外 退職

手　当 勤務手当 手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

200 330

200 330

　（注）　・本年度の期末手当には、翌年度６月期末手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額１３０千円が含まれる。
　　　　　・本年度の法定福利費には、翌年度６月期末手当支給に伴う法定福利費のうち本年度発生額である法定福利費引当金繰入額２６千円が含まれる。

比 較 400 60

前 年 度

本 年 度 400 60

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

特殊勤務 管理職員特 児童手当
宿 日 直
手 当手　　当 別勤務手当

516 3,376

職員手当
の 内 訳

区 分
期 末 手 当 勤 勉 手 当 扶養手当 住 居 手 当 通 勤 手 当

比 較 1 1,870 990 2,860

前 年 度

（千円） （千円）

本 年 度 1 1,870 990 2,860 516 3,376

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

区 分
職 員 数

給 与 費
法 定 福 利 費 合 計

備考
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(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額

(3)　給料及び職員手当の状況

　　　　ア　職員１人当たりの給与

（ 円 ）

（ 円 ）

（ 歳 ）

（ 円 ）

（ 円 ）

（ 歳 ）

　　　　イ　初任給

増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ) 説 明 備 考

給 料 530

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

普 通 昇 給 に 伴 う 増 減 分

昇給期間短縮に伴う増減分

技 能 労 務 職

そ の 他 の 増 減 分 530 人事異動によるもの

職 員 手 当 △ 1,349
制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

平 均 年 齢 34  

そ の 他 の 増 減 分 △ 1,349 人事異動によるもの

区 分 一 般 行 政 職

平 均 年 齢 39  

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 254,033  

平 均 給 与 月 額 332,510  

（円） （円） 一 般 行 政 職 （ 円 ） 技 能 労 務 職 （ 円 ）

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

平 均 給 料 月 額 295,166  

平 均 給 与 月 額 373,499  

高 校 卒 158,900 161,500 158,900 161,500

区 分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 一 般 会 計 の 制 度
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　　　　ウ　級別職員数

級 構 成 比 （ ％ ） 級 構 成 比 （ ％ ）

１ 級 33.3     １ 級

２ 級 ２ 級

３ 級 66.7     ３ 級

４ 級 ４ 級

５ 級

６ 級

計 100.0     

１ 級 １ 級

２ 級 ２ 級

３ 級 100.0     ３ 級

４ 級 ４ 級

５ 級

６ 級

計 100.0     

職 員 数 （ 人 ）

2     

計

区 分
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

職 員 数 （ 人 ）

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

3     

3     

令 和 ５ 年 １ 月 １ 日 現 在

1     

計

3     
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区
分

一 般 行 政 職
区
分

主事（2級に規定する職務を除く。）、主事補又は町長が

規則で定める職務

課長（6級に規定する職務を除く。）、主幹又は町長が

規則で定める職務

自動車運転手、調理員、用務員

（級別の標準的な職務内容）

課長補佐、専門員又は町長が規則で定める職務
４

級

１

級

５

級

主任の業務

２

級

副主任の職務、相当の技能又は経験を必要とする職務

２

級

１

級

３

級

技 能 労 務 職

技能又は経験を必要とする職務

課長又は町長が規則で定める職務

３

級

４

級

主事又は町長が規則で定める職務

６

級

係長、主任、主査又は町長が規則で定める職務
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　　　　エ　昇給期間短縮　　　　該当なし

　　　　オ　期末手当・勤勉手当

6 月 （ 月 分 ）

本 年 度 2.200 有

前 年 度 2.150 有

一 般 会 計 の 制 度 2.200 有

　　　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分
20 年 勤 続 の 者

（ 月 分 ）
そ の 他 の
加 算 措 置 等

備 考

支 給 率 等 24.586875 無　　　し

24.586875 無　　　し

　　　　キ　調整手当　　　　該当なし

　　　　ク　特殊勤務手当　　　　該当なし

　　　　ケ　その他の手当

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の 級 等

に よ る 加 算 措 置
備 考

12 月 （ 月 分 ） 3 月 （ 月 分 ） （月分）

2.200 4.40

2.150 4.30

2.200 4.40

25 年 勤 続 の 者
（ 月 分 ）

35 年 勤 続 の 者
（ 月 分 ）

最 高 限 度
（ 月 分 ）

退 職 時
特 別 昇 給

33.27075 47.709 47.709 無 し

一 般 会 計 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

33.27075 47.709 47.709 無 し

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ
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資 産 の 部

（単位：千円）

１　固　定　資　産

 （１）　有 形 固 定 資 産

  　イ　土　　　地 44,584

 　 ロ　立　木　建　物 1,002,980

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 227,611 775,369

  　ハ　構　築　物 6,165,590

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 2,248,395 3,917,195

 　 ニ　機 械 及 び 装 置 599,112

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 467,349 131,763

  　ホ　工 具・ 器 具 及 び 備 品 790

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 732 58

  　ヘ　建 設 仮 勘 定 1,249,935

有  形  固  定  資  産  合  計 6,118,904

 （２）　無 形 固 定 資 産

  　イ　電 話 加 入 権 95

  　ロ　ソ フ ト ウ ェ ア 3,700

無  形  固  定  資  産  合  計 3,795

（令和６年　３月３１日）

４　令和５年度内子町水道事業予定貸借対照表
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 （３）　投 資 そ の 他 の 資 産

  　イ　投　資　有　価　証　券 300,000

  　ロ　定　　期　　預　　金 200,000

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 500,000

固　 定 　資 　産 　合 　計 6,622,699

２　流　動　資　産

 （１）　現　金　預　金 1,343,483

 （２）　未　　収　　金 16,420

　　　　 貸　倒　引　当　金 △ 70 16,350

 （３）　貯　　蔵　　品 6,671

流   動   資   産   合   計 1,366,504

資　　　産　　　合　　　計 7,989,203

負 債 の 部

（単位：千円）

３　固　定　負　債

 （１）　企　業　債
 　　イ　建設改良等の財源に充てる
　　　　ための企業債 2,423,300

企　 業　 債   合   計 2,423,300

固  　定　  負　  債　  合　  計 2,423,300
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４　流　動　負　債

 （１）　企　業　債

 　　イ　建設改良等の財源に充てる
　　　　ための企業債 162,215

企　 業 　債   合   計 162,215

 （２）　未　払　金 258,580

 （３）　引　当　金

  　イ　賞 与 引 当 金 1,324

  　ロ　法 定 福 利 費 引 当 金 264

引　 当　 金   合   計 1,588

 （４）　そ の 他 流 動 負 債 248

流   動   負   債   合   計 422,631

５　繰　延　収　益

 （１）　長　期　前　受　金

 　 イ　補　助　金 1,790,050

    　  収　益　化  累  計  額 △ 444,750 1,345,300

  　ロ　受 贈 財 産 評 価 額 1,159,295

    　  収　益　化  累  計  額 △ 384,987 774,308

 　 ハ　工　事　負　担　金 493,077

    　  収　益　化  累  計  額 △ 261,986 231,091

  　ニ　そ の 他 長 期 前 受 金 183,831

    　  収　益　化  累  計  額 △ 89,222 94,609

繰　延　収　益  合  計 2,445,308

負 　 　債　  　合 　 　計 5,291,239

－　22　－



資 本 の 部

（単位：千円）

６　資　　本　　金

 （１）　資　 本　 金 2,408,742

資　 本　 金　 合 　計 2,408,742

７　剰　　余　　金

 （１）　資 本 剰 余 金

  　イ　補　  助  　金 2,300

  　ロ　工 事 負 担 金 215

  　ハ　受 贈 財 産 評 価 額 5,086

資  本  剰  余  金  合  計 7,601

 （２）　利 益 剰 余 金

  　イ　減 債 積 立 金 96,467

  　ロ　利 益 積 立 金 80,000

  　ハ　建 設 改 良 積 立 金 100,000

  　ニ　当年度未処分利益剰余金 5,154

利 益 剰 余 金 合 計 281,621

剰 　余　 金 　合 　計 289,222

資　  本    合    計 2,697,964

負   債   ・   資   本   合   計 7,989,203
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Ⅰ． 重要な会計方針

１ 　有価証券の評価基準及び評価法

　満期保有目的債券 償却原価法（定額法）

２ 　資産の評価基準及び評価方法

　貯蔵品　　先入先出法による原価法　　　

３ 　固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産
・減価償却の方法　　定額法（ただし、取替資産については、取替法による。）

・主な耐用年数
　　建物　
　　構築物 　
　　機械及び装置
　　量水器
　　工具・器具及び備品

（２） 無形固定資産
・減価償却の方法　　 定 額 法

・主な耐用年数
　　　ソフトウェア　 ５年

注      　　記  　（ 令 和 ５ 年 度 ）

　１５年～５０年
　３０年～６０年
　１０年～１５年
　８年
　５年～１０年
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４ 　引当金の計上方法

（１） 退職給付引当金

（２） 賞与引当金

（３） 法定福利費引当金

（４） 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

５ 　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　　　

Ⅱ． 予定貸借対照表等関連

１ 　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　　職員の退職手当については、愛媛県市町総合事務組合に対する一般会計負担金を負担することとなっており、当該総合事務組合
　　　の積立金が不足する場合に追加の費用負担をすることがないため、退職給付引当金を計上していない。

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して
　　　いる。

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属
　　　する額を計上している。

　令和５年度予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のう
ち、一般会計が負担すると見込まれる額は１，５６７，６３９千円である。

－　25　－



Ⅲ． その他の注記

１

（１） 賞与引当金、法定福利費引当金

（２） 貸倒引当金

２ 　予定キャッシュ・フロー計算書は間接法による。

　引当金の取崩し

　　　令和５年度において、不納欠損による損失を計上しているため、貸倒引当金７０千円を取り崩すこととする。

　　　令和５年６月に、賞与及びこれに係る法定福利費を支給するため、令和４年１２月から令和５年３月分にあたる賞与引当金１，１６６
　　千円及び法定福利費引当金２３３千円を取り崩すこととする。
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（単位：千円）税抜
千円 千円 千円

１

(１) 給 水 収 益 248,292

(２) 受 託 工 事 収 益 173

(３) そ の 他 の 営 業 収 益 736

(４) 加 入 金 1,227 250,428

２

(１) 原 水 及 び 浄 水 費 32,220

(２) 配 水 及 び 給 水 費 83,201

(３) 受 託 工 事 費 218

(４) 総 係 費 37,357

(５) 減 価 償 却 費 186,981

(６) 資 産 減 耗 費 2,300

(７) そ の 他 の 営 業 費 用 318 342,595

92,167

３

(１) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,846

(２) 他 会 計 補 助 金 74,276

(３) 長 期 前 受 金 戻 入 82,392

(４) 雑 収 益 477 158,991

４

(１) 支払利息及び企業債取扱諸費 35,715

(２) 雑 支 出 266 35,981 123,010

30,843

５

(１) 過 年 度 損 益 修 正 益 2

(２) そ の 他 特 別 利 益 18 20

６

(１) 過 年 度 損 益 修 正 損 91 0

(２) そ の 他 特 別 損 失 18 109 △ 89

30,754

0

30,754

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

５　令和４年度内子町水道事業予定損益計算書
（令和４年　４月　１日から令和５年　３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用
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資 産 の 部

（単位：千円）

１　固　定　資　産

 （１）　有 形 固 定 資 産

  　イ　土　　　地 43,584

 　 ロ　立　木　建　物 1,002,980

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 204,611 798,369

  　ハ　構　築　物 5,931,829

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 2,077,529 3,854,300

 　 ニ　機 械 及 び 装 置 598,712

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 458,049 140,663

  　ホ　工 具 ・器 具 及 び 備 品 790

    　  減 価 償 却 累 計 額 △ 701 89

    ヘ　建 設 仮 勘 定 1,108,515

有  形  固  定  資  産  合  計 5,945,520

 （２）　無 形 固 定 資 産

  　イ　電 話 加 入 権 95

  　ロ　ソ フ ト ウ ェ ア 7,400

無  形  固  定  資  産  合  計 7,495

（令和５年　３月３１日）

６　令和４年度内子町水道事業予定貸借対照表
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 （３）　投 資 そ の 他 の 資 産

  　イ　投　資　有　価　証　券 300,000

  　ロ　定　　期　　預　　金 200,000

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 500,000

固　 定　 資 　産　 合　 計 6,453,015

２　流　動　資　産

 （１）　現　金　預　金 1,226,629

 （２）　未　　収　　金 14,880

　　　　 貸　倒　引　当　金 △ 70 14,810

 （３）　貯　　蔵　　品 5,667

流   動   資   産   合   計 1,247,106

資　 　 産 　　 合　  　計 7,700,121

負 債 の 部

（単位：千円）

３　固　定　負　債

 （１）　企　業　債
 　　イ　建設改良等の財源に充てる
　　　　ための企業債 2,300,915

企　 業 　債   合   計 2,300,915

固    定    負    債    合    計 2,300,915
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４　流　動　負　債

 （１）　企　業　債

 　　イ　建設改良等の財源に充てる
　　　　ための企業債 162,252

企　 業 　債   合   計 162,252

 （２）　未　払　金 221,702

 （３）　引　当　金

  　イ　賞 与 引 当 金 1,166

  　ロ　法 定 福 利 費 引 当 金 233

引 　当 　金   合   計 1,399

 （４）　そ の 他 流 動 負 債 248

流   動   負   債   合   計 385,601

５　繰　延　収　益

 （１）　長　期　前　受　金

 　 イ　補　助　金 1,679,868

    　  収　益　化  累  計  額 △ 404,050 1,275,818

  　ロ　受 贈 財 産 評 価 額 1,159,295

    　  収　益　化  累  計  額 △ 342,915 816,380

 　 ハ　工  事  負  担  金 493,077

    　  収　益　化  累  計  額 △ 252,103 240,974

  　ニ　そ の 他 長 期 前 受 金 183,831

    　  収　益　化  累  計  額 △ 85,471 98,360

繰　延　収　益  合  計 2,431,532

負　  　債　  　合  　　計 5,118,048
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資 本 の 部

（単位：千円）

６　資　　本　　金

 （１）　資　 本　 金 2,246,490

資　 本 　金 　合 　計 2,246,490

７　剰　　余　　金

 （１）　資 本 剰 余 金

  　イ　補　  助  　金 2,300

  　ロ　工 事 負 担 金 215

  　ハ　受 贈 財 産 評 価 額 5,086

資  本  剰  余  金  合  計 7,601

 （２）　利 益 剰 余 金

  　イ　減 債 積 立 金 117,228

  　ロ　利 益 積 立 金 80,000

  　ハ　建 設 改 良 積 立 金 100,000

  　ニ　当年度未処分利益剰余金 30,754

利 益 剰 余 金 合 計 327,982

剰 　余 　金 　合　 計 335,583

資　  本    合    計 2,582,073

負   債   ・   資   本   合   計 7,700,121
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Ⅰ． 重要な会計方針

１ 　有価証券の評価基準及び評価法

　満期保有目的債券 償却原価法（定額法）

２ 　資産の評価基準及び評価方法

　貯蔵品　　先入先出法による原価法　　　

３ 　固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産
・減価償却の方法　　定額法（ただし、取替資産については、取替法による。）

・主な耐用年数
　　建物　
　　構築物 　
　　機械及び装置
　　量水器
　　工具・器具及び備品

（２） 無形固定資産
・減価償却の方法　　 定 額 法

・主な耐用年数
　　　ソフトウェア　 ５年

　５年～１０年

注      　　記  　（ 令 和 ４ 年 度 ）

　１５年～５０年
　３０年～６０年
　１０年～１５年
　８年
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４ 　引当金の計上方法

（１） 退職給付引当金

（２） 賞与引当金

（３） 法定福利費引当金

（４） 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

５ 　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。　　　

Ⅱ． 予定貸借対照表等関連

１ 　企業債の償還に係る一般会計の負担

（１）

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して
　　　いる。

　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属
　　　する額を計上している。

　令和４年度予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも
含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は１，５４５，１７６千円である。

　　　　職員の退職手当については、愛媛県市町総合事務組合に対する一般会計負担金を負担することとなっており、当該総合事務組合
　　　の積立金が不足する場合に追加の費用負担をすることがないため、退職給付引当金を計上していない。
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Ⅲ． その他の注記

１

（１） 賞与引当金、法定福利費引当金

（２） 貸倒引当金

２ 　予定キャッシュ・フロー計算書は間接法による。

　引当金の取崩し

　　　令和４年６月に、賞与及びこれに係る法定福利費を支給するため、令和３年１２月から令和４年３月分にあたる賞与引当金１，３３８
　　千円及び法定福利費引当金２６５千円を取り崩すこととする。

　　　令和４年度において、不納欠損による損失を計上しているため、貸倒引当金７０千円を取り崩すこととする。
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（附属資料）

（単位：千円）

金 額

１ 445,270 439,030 6,240

１ 営 業 収 益 275,995 278,101 △ 2,106

１ 給 水 収 益 273,815 275,921 △ 2,106

本年度　給水戸数　６，７１６戸

　水道使用料　　 248,976

　　口径φ１３mm　　　 171,148

　　口径φ２０mm　　　 19,059

１ 水 道 使 用 料 273,815 　　口径φ２５mm　　 12,366

　　口径φ３０mm   　　 7,531

　　口径φ４０mm　　　 17,384

　　口径φ５０mm　　　 9,088

　　口径φ７５mm　　　 8,686

　　口径φ１００mm　　　 3,714

　消費税等相当額　 24,839

２ 受 託 工 事 収 益 125 125 0

１ 新 設 工 事 収 益 75

２ 新 設 工 事 手 数 料 50

３ そ の 他 の 営 業 収 益 705 705 0

１ 材 料 売 却 収 益 150

２ 手 数 料 1

４ 雑 収 益 554

４ 加 入 金 1,350 1,350 0

１ 加 入 金 1,350

備 考

水 道 事 業 収 益

前 年 度
予 定 額

令和５年度　内子町水道事業会計予算説明書（予算見積）

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　入

款 項 目
節

比 較
区 分

本 年 度
予 定 額
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（単位：千円）

金 額

２ 営 業 外 収 益 169,253 160,907 8,346

１ 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,622 1,816 △ 194

１ 預 金 利 息 52

４ 有 価 証 券 利 息 1,570

２ 他 会 計 補 助 金 68,949 74,078 △ 5,129

１ 一 般 会 計 補 助 金 68,949 企業債利息支払金補助金　外

５ 長 期 前 受 金 戻 入 96,406 82,542 13,864 償却資産の減価償却に係る財源の収益化

１ 補 助 金 40,700

３ 受 贈 財 産 評 価 額 42,072

５ 工 事 負 担 金 9,883

６ そ の 他 長 期 前 受 金 3,751

６ 雑 収 益 276 471 △ 195

１ 督 促 手 数 料 170

３ 不 用 品 売 却 収 益 1

４ そ の 他 雑 収 益 10

５ 指 定 事 業 者 手 数 料 95

2,000 2,000 0

１ 消費税及び地方消費税還付金 2,000

３ 特 別 利 益 22 22 0

２ 過 年 度 損 益 修 正 益 2 2 0

１ 過 年 度 損 益 修 正 益 2

４ そ の 他 特 別 利 益 20 20 0

１ そ の 他 特 別 利 益 20

比 較款 項 目

７

区 分

節

消費税及び地方消費税
還 付 金

備 考
前 年 度
予 定 額

本 年 度
予 定 額
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（単位：千円）

金 額

２ 428,803 414,153 14,650

１ 営 業 費 用 389,029 374,137 14,892

１ 原 水 及 び 浄 水 費 38,144 42,718 △ 4,574

１３ 備 消 品 費 400

１４ 燃 料 費 20

１５ 光 熱 水 費 63

１９ 委 託 料 12,502 水源地管理委託　外

２０ 手 数 料 5,090

２２ 修 繕 費 16,809 施設維持補修　外

２７ 薬 品 費 3,000

２８ 材 料 費 40

２９ 補 償 金 200

４０ 雑 費 20

２ 配 水 及 び 給 水 費 87,082 87,974 △ 892

１３ 備 消 品 費 500

１４ 燃 料 費 60

１５ 光 熱 水 費 78

１９ 委 託 料 7,609 漏水調査委託業務　外

２０ 手 数 料 10,911

２１ 賃 借 料 546 建設機械レンタル料　外

２２ 修 繕 費 24,369 漏水修繕、量水器開・閉栓費用　外

２６ 動 力 費 41,489 送・配水に伴う電力料

２８ 材 料 費 1,300

２９ 補 償 金 200

４０ 雑 費 20

３ 受 託 工 事 費 220 220 0

１９ 委 託 料 20

２８ 材 料 費 200

備 考目款 項

水 道 事 業 費 用

支　　　　　出

本 年 度
予 定 額

比 較
区 分

前 年 度
予 定 額

節
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（単位：千円）

金 額

５ 総 係 費 49,966 44,654 5,312

１ 給 料 11,270 一般職給、会計年度任用職員給

２ 手 当 8,966 扶養手当 350

住居手当 324

通勤手当（会計年度含む） 275

時間外勤務手当（会計年度含む） 3,000

期末手当（会計年度含む） 1,623

勤勉手当 1,144

退職手当（会計年度含む） 1,950

児童手当 300

３ 賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,324 令和６年６月支給分に対するもの

５ 報 酬 144

６ 法 定 福 利 費 3,495 職員共済組合負担金　外

７ 法 定 福 利 費 引 当 金 繰 入 額 264 令和６年６月賞与に伴う法定福利費

８ 旅 費 500

１３ 備 消 品 費 600

１６ 印 刷 製 本 費 771

１７ 通 信 運 搬 費 3,438

１９ 委 託 料 15,905

２０ 手 数 料 1,013

２１ 賃 借 料 776

２２ 修 繕 費 200

３３ 会 費 負 担 金 400

３７ 保 険 料 830

３８ 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 70

６ 減 価 償 却 費 206,897 193,851 13,046

１ 有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 費 203,197 構築物　外

２ 無 形 固 定 資 産 減 価 償 却 費 3,700 ソフトウェア

７ 資 産 減 耗 費 6,400 4,400 2,000

１ 固 定 資 産 除 却 費 6,000 建設改良工事に伴う除却費　外

２ た な 卸 資 産 減 耗 費 400

８ そ の 他 の 営 業 費 用 320 320 0

１ 材 料 売 却 原 価 300

３ 雑 支 出 20

本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

節

区 分
款 項

検針委託料　外

目 比 較 備 考
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（単位：千円）

金 額

２ 営 業 外 費 用 37,654 37,896 △ 242

１ 35,404 35,646 △ 242

１ 企 業 債 利 息 32,850 地方公共団体金融機構　外

２ 一 時 借 入 金 利 息 2,554

２ 消費税及び地方消費税 2,000 2,000 0

１ 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 2,000

３ 雑 支 出 250 250 0

２ そ の 他 雑 支 出 250

３ 特 別 損 失 120 120 0

４ 過 年 度 損 益 修 正 損 100 100 0

１ 過 年 度 損 益 修 正 損 100

５ そ の 他 特 別 損 失 20 20 0

１ そ の 他 特 別 損 失 20

４ 予 備 費 2,000 2,000 0

１ 予 備 費 2,000 2,000 0

１ 予 備 費 2,000
※備消品費とは備品消耗品費の略称

目 比 較
前 年 度
予 定 額

本 年 度
予 定 額

款 項

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

区 分

節
備 考
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（単位：千円）

金 額

３ 516,537 419,509 97,028

１ 企 業 債 284,600 157,100 127,500

１ 企 業 債 284,600 157,100 127,500

１ 企 業 債 284,600 重要給水施設配水管耐震化事業　外

３ 補 助 金 121,200 59,100 62,100

１ 補 助 金 121,200 59,100 62,100

1 国 庫 補 助 金 121,200 重要給水施設配水管耐震化事業　外

５ 出 資 金 110,737 103,309 7,428

１ 他 会 計 出 資 金 110,737 103,309 7,428

１ 一 般 会 計 出 資 金 110,737 出資金（企業債元金償還金）

８ そ の 他 資 本 的 収 入 0 100,000 △ 100,000

１ そ の 他 資 本 的 収 入 0 100,000 △ 100,000

1 そ の 他 資 本 的 収 入 0

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　入

款 項 目 比 較
区 分

本 年 度
予 定 額

前 年 度
予 定 額

備 考
節

資 本 的 収 入
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（単位：千円）

金 額

４ 582,952 515,317 67,635

１ 建 設 改 良 費 420,700 266,650 154,050

１ 給 配 水 設 備 工 事 費 420,300 266,250 154,050

１９ 委 託 料 54,500

３５ 工 事 請 負 費 364,800

４１ 公 有 財 産 購 入 費 500

４２ 補償、補填及び賠償金 500

２ 営 業 設 備 費 400 400 0

４３ 量 水 器 費 400

２ 企 業 債 償 還 金 162,252 148,667 13,585

１ 企 業 債 償 還 金 162,252 148,667 13,585

１ 企 業 債 償 還 金 162,252

３ 投資有価証券購入費 0 100,000 △ 100,000

１ 投 資 有 価 証 券 購 入 費 0 100,000 △ 100,000

１ 投資有価証券購入費 0

小田地区基幹改良事業測量設計　外

前 年 度
予 定 額

節

支　　　　　出

款 項 目
本 年 度
予 定 額

重要給水施設配水管耐震化工事　外

用地購入費

用地補償費

地方公共団体金融機構　外

資 本 的 支 出

比 較 備 考
区 分
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